
報告事項 

 令和７年度事業計画書及び収支予算書について 

第１ 総括 

  
食料安全保障の強化が叫ばれる中、海外資源に多くを依存する畜産分野は 世界的な穀物需要

の増加やエネルギー価格の上昇、不安定な国際情勢や円安等の影響により生産資材価格等の高止

まりや物価高を背景とした生活防衛意識の高まりによる消費の低迷により、牛肉等の畜産物価格

が低迷するなど、生産者の多くが経営悪化や今後の営農継続に不安を抱いている。 
そのような中、国では、新たな「酪農及び肉用牛生産の近代化を図るための基本方針」の作成に

向けた議論が進められており、この動向を注視しつつ、従来からの課題である人口減少に伴う国内

需要の縮小をはじめ、従事者の減少・高齢化の進展による担い手や労働力不足などの様々な課題に

対する方向性をしっかりと確認するとともに、頻発・激甚化する地震、台風等の自然災害や家畜伝

染病の脅威など、厳しさを増す生産環境の課題解決に積極的に取り組んでいく必要がある。 
 
こうした状況を踏まえ、当協会では引き続き、「経営支援対策」、「畜産物価格対策」、「衛生

指導対策」を３つの柱に、国や県、全国団体等の委託事業や補助事業を積極的に活用し、関係機関

・団体や県等と連携して、畜産農家の支援に取り組むとともに、飼料や資材価格等の高騰を背景と

して、国が措置した子牛価格安定対策等の緊急対策事業に取り組み、畜産農家の不安解消と経営安

定に努める。 
 

 「経営支援対策」については、これまで蓄積・構築してきた様々なデータやコンサルタント機能

を最大限に活用した経営指導をはじめ、全国域のコンサルタントを活用した畜産リノベ資金借受

農家等の経営支援及び家畜排せつ物の適正処理・有効利用のためのコンサルの実施などにより、畜

産農家の経営力並びに畜産技術員の指導力の向上を図るとともに、肉用繁殖雌牛の更新に向けた

家畜導入支援及び畜産クラスター事業を活用した機械導入の推進など、生産基盤強化に取り組む。 

 

 「畜産物価格対策」については、飼料価格等、生産コストの高止まりや販売価格の低迷など農家

経営を圧迫する情勢が続く中、経営を支える重要なセーフティネット対策として、子牛、肥育牛、

肉豚の各種基金の適正な管理運営に努めるとともに、肉用子牛生産基盤の安定を図るため臨時的

に措置された緊急対策事業に取り組むことにより、畜産農家の経営安定を支援する。 

 

 「衛生指導対策」については、近隣諸国での口蹄疫やアフリカ豚熱（ＡＳＦ）、国内での高病原

性鳥インフルエンザや豚熱（ＣＳＦ）、ランピースキン病の発生など、予断を許さない状況が続く

中、水際防疫や市町村自衛防疫推進協議会を中心とした地域防疫、飼養衛生管理基準の遵守を基礎

とする農場防疫に係る各種事業を推進するとともに、牛伝染性リンパ腫（ＢＬ）などの感染拡大防

止のための検査支援、海外悪性伝染病の発生に備えた互助補償制度の推進など、畜産経営の土台と

なる家畜防疫体制の強化に取り組む。 

 

 その他各種協議会・団体等の事務局として本県畜産振興を図るため、幅広い活動を展開すると

ともに、本年４月からの公益法人制度改正の趣旨に則し、公益法人としての責務を果たすため、よ

り透明性及び信頼性の高い協会運営・事業推進に努める。 



第２ 主な事業計画 

 １ 経営支援対策 

（１）経営指導関連     

     ア 畜産コンサル体制強化事業（県・受）       令和６年度～ ３７，５０６千円 
高収益で競争力の高い畜産経営体の育成のため、県及び地域の指導機関等と連携し、畜

産農家の個別指導（収益性分析・生産技術指導）、グループ指導（交流会・研修会等）を

実施します。また、肉用牛（繁殖・肥育）や酪農の生産・出荷情報等を取りまとめ、定期

的に生産者及び技術員等に提供し、地域指導の円滑な実施を支援します。その他、ホーム

ページ及びＳＮＳを活用し、畜産振興事業、畜産物価格情報等をリアルタイムに提供し、

本県畜産情報を積極的に発信します。 
 

イ 畜産経営技術指導事業（地方競馬全国協会・補） 昭和４１年度～ ３５，６６８千円 
国・県等の支援の下、地域畜産の活性化や畜産経営の支援体制強化を図る事業、畜産経

営安定に資する価格差補填事業、安全かつ安定的な食の供給に資するための事業や衛生活

動等及び馬事普及啓発の推進体制の強化を図る事業等を実施することにより、地域畜産振

興に積極的に取り組みます。 
 

ウ 畜産特別資金等推進指導事業（中央畜産会・補） 昭和５６年度～ １３，１１８千円 
畜産特別資金（畜産リノベ資金）等借受者の経営改善計画達成を支援するため、関係機

関で組織する支援協議会を開催し、改善指導情報の共有化及び農家指導体制について協議

します。あわせて、新規借受者の計画作成指導、既借受者等の見直し計画作成及び計画達

成のための指導を実施し、地域の融資機関等による指導を支援します。  
 

エ 家畜排せつ物高度利用促進事業（県・受）      令和７年度～ ７，９１５千円 
家畜排せつ物の高度活用を推進するため、県および民間コンサルタントと連携し、バイ

オマス原料生産に向けた現地指導及び成分分析、また研修会を実施することにより、堆肥

の適正処理及び有効利用促進に取り組みます。 
 
オ 地域畜産支援指導等体制強化事業（中央畜産会・受） 令和元年度～ ２，５００千円 
  生産者等からの各種相談に応じるため、総括畜産コンサルタント等の専門家による相談

窓口を設置し、指導体制の充実を図ります。また、畜産女性のネットワーク活動を支援し

ます。 
 
 
 



 
カ 全国域畜産コンサルタント等招へい事業（協会事業） 令和元年度～ ４，０８４千円 

全国域畜産コンサルタントと連携し、畜産特別資金（畜産リノベ資金）借受者等の要改

善農家に対する濃密指導を行うとともに、指導員の生産技術向上のための研修会等を開催

します。 
 

キ 経営支援指導事業（協会事業）          平成１４年度～ ８，８４４千円 
畜産経営の一層の安定と発展を図るため、肉用牛（繁殖・肥育）及び酪農経営に係る経

営分析システムを運用し、本事業参加者毎の技術・出荷情報等の分析結果を迅速にフィー

ドバックします。また、利用者ニーズに応じた集計、参考資料等の作成及び経営分析シス

テムの機能強化等により、利用会員の拡大及び地域指導機関との連携強化を図り、本県畜

産農家の経営力向上を支援します。 
 

ク 畜産物理解促進・馬事推進事業（協会事業）     令和４年度～ １，０２９千円 
消費者等を対象に畜産の知識や関心を深め、県産食肉の消費拡大を図るための食育活動

を行うとともに、地方競馬等の馬事普及啓発活動を行います。 
 

（２）生産振興関連 
ア 肉用牛経営安定対策補完事業（地域における肉用牛生産基盤強化等対策事業） 

（農畜産業振興機構・補）           平成２３年度～ ２８，５０２千円 
肉用牛生産基盤の強化を図るため、ＪＡ等が行う遺伝的多様性に配慮した優良繁殖雌

牛の導入、繁殖雌牛の増頭に資するための簡易牛舎の整備及び高齢化等に対処するため

の肉用牛ヘルパー活動等の取組を支援します。 
 

イ 畜産・酪農収益力強化総合対策基金事業に係る業務（中央畜産会・受） 
平成２７年度～ １６，５９５千円 

畜産クラスター計画に基づき畜産経営者が実施する、収益性向上等に必要な機械装置の

導入を支援するため、県内の畜産クラスター協議会が中央畜産会に提出する申請書類等の

取りまとめ及び連絡調整等に係る推進業務を行います。 
 

ウ ＩＣＴ化等機械装置等導入事業に係る業務（畜産ＩＣＴ事業）（中央畜産会・受） 

令和６年度～ ２５８千円 

酪農、肉用牛経営の労働負担軽減・ＩＣＴ化を図る機械装置の導入を支援するため、県

内の畜産ＩＣＴ応援会議が中央畜産会に提出する申請書類等の取りまとめ及び連絡調整等

に係る推進業務を行います。 
 
 



 
エ 酪農経営支援総合対策事業に係る業務（楽酪ＧＯ事業） 

（中央畜産会・受）令和６年度～ ５０６千円 
酪農経営の労働負担軽減・省力化及び飼養管理技術の高度化を図る機械装置の導入と一

体的な施設整備を支援するため、県内の楽酪応援会議が中央畜産会に提出する申請書類等

の取りまとめ及び連絡調整等に係る推進業務を行います。 
 

オ 優良繁殖雌牛更新加速化事業（肉用牛）に係る業務（全国肉用牛振興基金協会・受） 
令和６年度～ １０，６２１千円 

肉用牛生産基盤の強化を図るため、畜産クラスター計画に基づき、取組主体（ＪＡ等）

の構成員（肉用牛経営）が高齢の繁殖雌牛から、増体や肉質に優れた若い繁殖雌牛への更

新を加速化する取組を円滑に行うため、取組主体が全国肉用牛振興基金協会に提出する申

請書類等の取りまとめ及び連絡調整等に係る推進業務を行います。 
 

カ 豚登録事業（日本養豚協会・受）          昭和２３年度～ ２，０００千円 
優良種豚の血統及び改良増殖の推進による、子豚登記や種豚登録等の証明書発行等を的

確に行い、本県養豚農家の生産基盤の強化を図ります。 
 

キ 貸付事業指導等事業（畜産近代化リース協会・受）     昭和５７年度～ ８２９千円 
畜産近代化リース協会の低利貸付機械の導入と効率的利用を推進するため、貸付機械の

確認、管理状況調査・指導及び新規導入を支援します。 
 

 



２ 畜産物価格対策 

（１）肉用子牛関連 

ア 肉用子牛生産者補給金制度       令和７年度～１１年度（第８業務対象年間） 
(ｱ)  肉用子牛生産者補給金（農畜産業振興機構・補）     １，８７３，９８０千円 

肉用子牛生産の安定を図るため、肉用子牛の全国平均売買価格（品種別・四半期）が

保証基準価格を下回った場合に生産者補給金を交付します。 
《参考》保証基準価格と合理化目標価格（令和７年度）     （単位：円／頭） 

 
 
 
 
 
 

 
(ｲ) 肉用子牛生産者積立金（生産者・県・農畜産業振興機構・補） １１９，７２７千円 

全国平均売買価格が合理化目標価格を下回る場合に交付する生産者補給金の一部に

充てるための積立金を造成します。 
《参考》積立金の負担区分（令和６年度）           （単位：円／頭） 

品 種 区 分 積立金額 
負担区分 

機構 宮崎県 生産者 

黒 毛 和 種 1,600 800 400 400 

褐 毛 和 種 6,000 3,000 1,500 1,500 

その他の肉専用種 18,800 9,400 4,700 4,700 

乳 用 種 6,800 3,400 1,700 1,700 

交 雑 種 3,200 1,600 800 800 

 
イ 肉用子牛生産者補給金制度運営体制整備強化事業（農畜産業振興機構・補） 

平成２年度～ ６７，４９１千円 

(ｱ)  制度運営適正化事業 

肉用子牛生産者補給金制度を円滑に運営するため、関係団体を通じた契約生産者等

への指導や効率的な情報収集に向けたシステムの高度化等に取り組みます。 

ａ 肉用子牛の個体識別及び個体登録と販売並びに保留確認 

ｂ 契約生産者等に対する指導、補給金制度の趣旨及び内容の周知徹底 

ｃ 個体登録、販売・保留等のデータ入力及び送信 

ｄ 家畜市場データの収集、整理及び送信 
 

 

品 種 区 分 保証基準価格 合理化目標価格 
黒 毛 和 種 574,000 446,000 

褐 毛 和 種 523,000 406,000 

その他の肉専用種 334,000 259,000 

乳 用 種 164,000 110,000 

交 雑 種 274,000 216,000 



 

(ｲ)  指定協会運営体制支援事業 

肉用子牛生産の安定及び肉用牛経営の安定的発展のため、補給金制度の実施体制の確

保、運営体制の強化を図ります。 

 
ウ 肉用子牛価格安定資金造成費補助金（県・補）   昭和４５年度～ ６，０５５千円 

生産者補給金の交付に充てる資金を造成し、適正な運用を図ります。 

       
エ 価格安定対策管理事業（協会事業）      平成１７年度～  ３５，１４５千円 

肉用子牛生産者補給金制度において交付契約を締結した生産者から徴収する手数料を

活用して、円滑な業務の運営及び電算システムの開発・改良を行います。 
徴収額 ５００円／頭 

 
オ 優良和子牛生産推進緊急支援事業（農畜産業振興機構・補）  

令和６年度～ １，６４３，４９０千円 

市場等で取引される和子牛のブロック別平均価格が発動基準を下回った場合に、飼養

管理向上のための取組を実施する生産者が販売した和子牛に対して発動基準に応じた奨

励金を交付します。 

《参考》発動基準価格及び奨励金単価（令和７年度） 

発動基準 

（税込） 

 

黒 毛 和 種 ６１万円 ５９万円 ５８万円 

褐 毛 和 種 ５６万円 ５４万円 ５３万円 

その他の肉専用種 ３６万円 ３４万円 ― 

必 要 取 組 数 ２つ ３つ ４つ 

奨 励 金 単 価 １万円/頭 ２万円/頭 ３万円/頭 

※１：黒毛和種は、「北海道」、「東北」、「本州関東以西・四国」、「九州・沖

縄」の４ブロックとし、全国平均に対して著しく高い価格（偏差値70（平均+２

標準偏差）以上）となっている都道府県については、ブロック別平均価格の計

算から除外し、単独で平均価格を計算 
※２：褐毛和種及びその他の肉専用種は全国１ブロック 
※３：黒毛和種、褐毛和種は四半期毎、その他肉専用種は年間で計算 

 
カ 和子牛産地基盤強化緊急特別対策事業（農畜産業振興機構・補）  

令和７年度 ４９４，４９８千円 

和子牛産地の基盤強化計画を作成した地域において、和子牛のブロック別平均売買価

格が発動基準を下回った場合に、取組の１つを行う生産者に対して発動基準に応じた奨

励金を交付します。 

 

 



《参考》発動基準・発動額、取組（令和７年４月～令和８年３月） 

品種区 分 

 

発動基 準 発 動 額 

離島等以外 離島等 

黒毛和 種 ６１万円  

１万円 

 

 

５万円 

 

褐毛和 種 ５６万円 

その他肉専 ３６万円 

 

 

必要取 組  

 

宮崎県畜産協会が下記の内容を含む基盤強化計画を作成。 

下記の取組のいずれか１つを行う生産者に対し、奨励金を交付 

① 地域内自給飼料の生産・利用 

② 早期出荷に向けた地域内一貫生産 

③ 需給に応じた生産（子牛や枝肉の需給・価格状況、消費者

ニーズに関する勉強会等の実施） 

※１：自家保留（満１２月齢に達した日以降も飼養すること）も対象 
※２：「離島等」は、離島振興法第２条第１項の規定により指定された離島振興対

策実施地域 
 
  

（２）肉用牛肥育関連 

ア 肉用牛肥育経営安定交付金制度（牛マルキン）（農畜産業振興機構・補、基金） 
令和７年度～令和９年度（第３業務対象年間）    １，０６９，４０６千円 

   肉用牛肥育経営の安定を図るため、標準的販売価格が標準的生産費を下回った場合に、

差額の９割を国の交付金と生産者及び県の積立金から交付します。 
《参考》契約肉用牛１頭当たりの生産者負担金額（令和６年度）       （単位：円） 

品種区分 負担金単価 
内訳 

生産者 宮崎県 

肉専用種 5,000 4,600 400 

交雑種 13,000 12,600 400 

乳用種 10,000 9,400 600 

 

 

イ 肉用牛肥育経営安定交付金制度業務受託(農畜産業振興機構・受） 

平成３０年度～ ２０，７４９千円 

肉用牛肥育経営安定交付金制度の適正な推進と円滑な基金運営を図るため、生産者等

へ制度内容の周知を図るとともに、業務規程に定める補塡金交付契約の締結、個体登録

・販売確認等の事務を推進します。 
 
 



 
ウ 価格安定対策管理事業（協会事業）       平成１６年度～ ３２，９８７千円 

肉用牛肥育経営安定交付金制度において交付契約を締結した生産者から徴収する手数

料を活用して、円滑な業務の運営及び電算システムの開発・改良を行います。 
徴収額 ５００円／頭 

 
（３）養豚関連 

ア 肉豚経営安定対策事業（県・基） 
令和６年度～８年度（第３業務対象年間） ８２，０４０千円 

県から交付された補助金により、肉豚経営安定対策事業基金を造成し、肉豚経営安定

交付金制度（豚マルキン）における生産者負担金の一部として農畜産業振興機構に支出

します。 
《参考》生産者負担金額（令和６年度）       （単位：円） 

積立金額 
負担区分 

機構 宮崎県 生産者 

1,600 1,200 70 330 

 



３ 衛生指導対策 

（１）自衛防疫関連 

ア 家畜防疫・衛生指導対策事業（地域自衛防疫推進事業）（中央畜産会・補） 

令和７年度～令和９年度 ２，３８４千円 

家畜伝染病発生時の防疫対応を円滑に実施するため、生産者及び関係者による初動防疫

の演習等、地域自衛防疫体制の維持、強化を支援します。 

 

イ 「４本柱」で支えるひなた家畜防疫体制事業（県・受・補） 

令和６年度～令和８年度 １９，６４８千円 

「県内一斉消毒の日（毎月２０日）」の啓発及び実施状況の確認を行うとともに、農場防

疫の強化を図るため、飼養衛生管理基準の周知徹底、家畜伝染病予防法に基づく農家・農場

情報の収集、報告の取りまとめを行います。また、自衛防疫推進協議会が地域防疫計画に基

づき行う防疫活動を支援します。 

 
（２）衛生指導関連 

ア 家畜防疫・衛生指導対策事業（地域農場ＨＡＣＣＰ認証支援事業） 

（中央畜産会・補）令和７年度～令和９年度 ２，８０８千円 

家畜の衛生管理及び畜産物の安全性向上、さらには国際的な競争力の強化等を目指し、

農場ＨＡＣＣＰ認証取得に取り組む畜産農家への技術指導支援と取組の広域的な普及を

図ります。 

 

イ 地域養豚生産衛生向上対策支援事業（中央畜産会・補）     

令和４年度～ ２０，０００千円 

養豚農場の生産性を阻害する豚繁殖・呼吸障害症候群（ＰＲＲＳ）の発生低減･排除に

地域全体で取り組む自衛防疫組織に対して、採材･検査及び防疫対策に係る経費等を支援

し、疾病発生の低減を図ります。 
 

ウ 家畜生産農場衛生対策事業（国・補）           平成３年度～ ２５，８２６千円 

牛伝染性リンパ腫（ＢＬ）や牛ウイルス性下痢（ＢＶＤ）の感染拡大を防止するため、生

産農場における血液検査等の組織的な取組による疾病の流行防止対策を推進し、家畜の損

耗防止を図ります。 

 

エ 牛疾病検査円滑化推進対策事業（国・補）           平成１５年度～ ５３１千円 

特定症状によりＢＳＥ検査を受けた死亡牛の所有者に対し、検査促進と検査提供に要す

る経費を支援することで、死亡牛の適正処理とＢＳＥ検査の円滑な実施を推進します。 



 

オ 牛慢性疾病対策事業（県・補）         令和５年度～令和７年度 ５，１５９千円 

牛伝染性リンパ腫（ＢＬ）の清浄化を推進するため、採血や検査に要する経費を助成し、

家畜の損耗防止を図ります。 

 
カ 野生獣衛生対策促進事業（中央畜産会・補）     令和５年度～ ４，７００千円 

イノシシやシカの伝染病保有状況調査を行い、これらを踏まえた関係者間の情報共有や

講習会を開催することにより、畜産農家等に対する意識向上や野生獣衛生対策の推進に取

り組みます。 
 

キ 特定疾病等防疫事業（協会事業）          昭和４７年度～ ２６７，７５６千円 

ワクチン接種の推進により疾病の発生や流行を予防し、家畜の損耗防止を図ります。 

また、自衛防疫事業の適切な実施を図るため、県自衛防疫推進委員会及び地区自衛防疫

推進協議会等の会議を開催するとともに、市町村自衛防疫推進協議会に対して事業推進費

を交付し、自衛防疫組織の体制強化を図ります。 

さらに、当協会が行う家畜の予防注射事業により、予防注射が原因で家畜の死亡、流・死

産、副反応が発生した場合に家畜所有者に対して事故見舞金を交付します。 

 

ク 馬飼養衛生管理特別対策事業（中央畜産会・補）    平成１０年度～ ９７５千円 

実態調査により多様化する馬の飼養環境を的確に把握するとともに、講習会や協議会等

を開催し、飼養者の衛生管理に対する意識向上や関係者の連携構築を図り、馬の飼養衛生

管理体制の強化を推進します。 

 

ケ 馬伝染性疾病防疫推進対策事業（中央畜産会・補）  平成２７年度～ １，５１０千円 

乗用馬及び繁殖牝馬等への各種ワクチン接種を支援することで、馬伝染性疾病の防疫強

化を推進します。 

 

コ 育成馬等予防接種推進事業（中央畜産会・補）        平成１０年度～ ３３０千円 

競走用育成馬等に対する馬３種混合、馬インフルエンザの予防接種を支援します。 

 
（３）その他 

ア 家畜防疫互助基金支援事業（中央畜産会・受）     

令和６年度～令和８年度（第９期事業実施期間） １２，５００千円 

口蹄疫、豚熱等の海外悪性伝染病が万一発生した場合に備えて、畜産経営への影響緩和

を目的に、国と生産者の積立金による互助補償制度の推進を図ります。 
 

 



 

イ ひなたの獣医師確保修学資金給付事業（国・県・補） 

 令和６年度～令和１７年度 ２１，７０１千円 

産業動物獣医師や公衆衛生獣医師確保のため、獣医専攻学生に対し修学資金（国１／２

・県１／２、又は県１０／１０）や獣医系大学（地域枠）に入学予定の高校生に対し入学金

等の給付を行うとともに、本県の獣医職域機関での就業体験の参加を支援します。 

 

 

４ その他 
（１）事務局受託業務 

ア 宮崎県畜産振興協議会（宮崎県畜産共進会の開催） 

イ 宮崎県馬事畜産振興協議会 

ウ 一般社団法人宮崎県畜産会館 

エ 宮崎県コントラクター等協議会 

オ 宮崎県堆肥センター協議会 

カ みやざき養豚生産者協議会 

キ 宮崎県養豚人材育成協議会 

ク 宮崎県指定種豚場協会 

ケ 宮崎県養蜂組合 

コ 宮崎県養蜂等振興推進協議会 

サ 宮崎県獣医師確保推進協議会 

 



（単位 ： 円）全会計

科　　　　　目 予　算　額 前年度予算額 増　　　減

Ⅰ 一 般 正 味 財 産 増 減 の 部
　1.経 常 増 減 の 部
　(1)経 常 収 益

　特定資産運用益(計) 615,256 615,256
　　　特定資産受取利息 615,256 615,256

　受 取 会 費(計) 10,290,000 10,290,000
　　　正会員受取会費 10,290,000 10,290,000

　受 取 補 助 金 等(計) 5,155,119,062 5,146,075,675 9,043,387

　　　受取地方競馬全国協会補助金(計) 35,668,000 34,479,000 1,189,000
　　　　畜産経営技術指導事業 35,668,000 34,479,000 1,189,000

　　　受取農畜産業振興機構補助金(計) 4,916,402,222 4,826,611,463 89,790,759
　　　　肉用子牛生産者補給金制度 1,873,980,000 1,946,480,000 △72,500,000
　　　　子牛補給金運営体制整備強化事業 67,491,000 63,145,857 4,345,143
　　　　肉用牛経営安定対策補完事業 28,501,092 93,000,000 △64,498,908
　　　　肉用牛肥育経営安定交付金制度 802,054,500 1,973,981,250 △1,171,926,750
　　　　養豚経営災害緊急支援対策事業 18,772,766 △18,772,766
　　　　肉用牛経営災害緊急支援対策事業 5,533,000 △5,533,000
　　　　和子牛生産者臨時経営支援事業 290,262,470 △290,262,470
　　　　優良和子牛生産推進緊急支援事業 1,649,878,130 435,436,120 1,214,442,010
　　　　和子牛産地基盤強化緊急対策事業 494,497,500 494,497,500

　　　受取中央畜産会補助金(計) 45,823,577 45,054,016 769,561
　　　　畜産特別資金等推進指導事業 13,117,286 11,801,725 1,315,561
　　　　育成馬等予防接種推進事業 329,291 329,291
　　　　馬飼養衛生管理特別対策事業 975,000 945,000 30,000
　　　　馬伝染性疾病防疫推進対策事業 1,510,000 1,508,000 2,000
　　　　家畜防疫・衛生指導対策事業 5,192,000 5,770,000 △578,000
　　　　地域養豚生産衛生向上対策支援事業 20,000,000 20,000,000
　　　　野生獣衛生対策促進事業 4,700,000 4,700,000

　　　受取宮崎県補助金(計) 44,187,000 120,117,000 △75,930,000
　　　　家畜伝染病ﾘｽｸ管理体制強化事業 4,845,000 4,845,000
　　　　肉用子牛価格安定資金造成費事業 6,055,000 6,055,000
　　　　ひなたの獣医師確保給付事業(県) 17,150,000 19,281,000 △2,131,000
　　　　牛慢性疾病対策事業 5,159,000 5,159,000
　　　　ひなた家畜防疫体制事業補助金 8,847,000 8,847,000
　　　　ひなたを支える獣医師確保事業(県) 2,131,000 1,000,000 1,131,000
　　　　和牛繁殖経営維持緊急対策事業 74,930,000 △74,930,000

　　　受取宮崎県補助金振替額(計) 84,261,263 84,297,196 △35,933
　　　　肉豚経営安定対策事業振替額 82,040,000 82,040,000
　　　　肉用牛肥育経営影響緩和事業振替額 395,263 431,196 △35,933
　　　  肉用牛肥育経営体質強化事業振替額 1,826,000 1,826,000

　　　受取国庫補助金（計） 28,777,000 35,517,000 △6,740,000
　　　　家畜生産農場衛生対策事業 25,826,000 29,200,000 △3,374,000
　　　　牛疾病検査円滑化推進対策事業 531,000 531,000
　　　　獣医師養成確保修学資金事業(国) 2,420,000 5,786,000 △3,366,000

　受 取 受 託 金(計） 120,834,380 113,311,089 7,523,291

　　　受取中央畜産会受託金（計） 32,358,580 27,150,093 5,208,487
　　　　畜産ｸﾗｽﾀｰ機械導入推進事業 16,594,609 12,070,000 4,524,609
　　　　ICT化等機械装置等導入事業 257,990 258,004 △14
　　　　地域畜産支援指導等体制強化事業 2,500,000 2,501,312 △1,312
　　　　家畜防疫互助基金支援事業 12,500,000 11,814,021 685,979
　　　　酪農経営支援総合対策事業 505,981 506,756 △775

　　　受取宮崎県受託金（計） 56,221,600 55,688,600 533,000
　　　　畜産ｺﾝｻﾙ体制強化事業受託金 37,506,000 39,287,000 △1,781,000
　　　　家畜排せつ物高度利用事業受託金 7,915,000 5,601,000 2,314,000
　　　　ひなた家畜防疫体制事業受託金 10,800,600 10,800,600

収 支 予 算 書

公益社団法人宮崎県畜産協会
令和 07年04月01日から  令和 08年03月31日まで



（単位 ： 円）全会計

科　　　　　目 予　算　額 前年度予算額 増　　　減

　　　受取農畜産業振興機構受託金（計） 20,749,000 20,678,000 71,000
　　　　肉用牛肥育経営安定交付金業務 20,749,000 20,678,000 71,000

　　　受取畜産近代化ﾘｰｽ協会受託金（計） 829,000 842,000 △13,000
　　　　貸付事業指導等事業 829,000 842,000 △13,000

      受取日本馬事協会受託金（計） 55,200 55,200
　　　　種馬登録事業 55,200 55,200

　　　受取全国協会受託金（計） 10,621,000 8,897,196 1,723,804
　　　　優良繁殖雌牛更新加速化事業 10,621,000 8,897,196 1,723,804

　受取積立金振替額(計) 267,351,500 657,993,750 △390,642,250
　　　　肉用牛肥育経営基金振替額 267,351,500 657,993,750 △390,642,250

　受　取　負　担　金(計) 352,878,544 381,238,000 △28,359,456

　　　受取負担金（計） 352,878,544 381,238,000 △28,359,456
　　　　肉用牛肥育経営管理負担金 32,986,500 32,834,000 152,500
　　　　肉用子牛管理負担金 35,145,000 36,445,000 △1,300,000
　　　　特定疾病等防疫事業負担金 267,755,044 294,877,000 △27,121,956
　　　　豚登録事業負担金 2,000,000 2,000,000
　　　　経営指導生産者負担金 8,844,000 8,866,000 △22,000
　　　　団体負担金 2,458,000 2,526,000 △68,000
　　　　事務委託負担金 3,690,000 3,690,000

　雑　　収　　益(計) 11,556,524 16,166,524 △4,610,000
　　　受取利息 9,500 9,524 △24
　　　受取配当金 24 6,003,000 △6,002,976
　　　雑収益 1,732,000 1,652,000 80,000
　　　賞与引当金戻入額 9,815,000 8,502,000 1,313,000

　　 経 常 収 益 計 5,918,645,266 6,325,690,294 △407,045,028

　(2)経 常 費 用

　事　　業　　費（計） 5,904,651,800 6,302,776,273 △398,124,473
　　　　役　員　報　酬 11,503,091 12,205,000 △701,909
　　　　技術指導事務費 144,737,775 134,804,927 9,932,848
　　　　賃　　　　　金 18,482,514 17,471,268 1,011,246
　　　　退 職 給付費用 10,717,159 7,721,798 2,995,361
　　　　賞与引当金繰入額 9,815,000 8,502,000 1,313,000
　　　　福 利 厚 生 費 517,500 174,000 343,500
　　　　旅 費 交 通 費 7,090,100 7,245,940 △155,840
　　　　通 信 運 搬 費 9,868,049 13,037,005 △3,168,956
　　　　什器備品減価償却費 6,168,745 6,268,234 △99,489
　　　　ｿﾌﾄｳｪｱ減価償却費 6,411,122 7,591,726 △1,180,604
　　　　リース減価償却費 4,934,960 4,934,960
　　　　構築物減価償却費 22,404 22,404
　　　　消　耗　品　費 5,058,788 5,168,054 △109,266
　　　　保 守 管 理 費 5,108,720 5,689,971 △581,251
　　　　印 刷 製 本 費 7,839,434 6,786,350 1,053,084
　　　　光 熱 水 料 費 878,000 928,000 △50,000
　　　　賃　　借　　料 10,206,948 10,057,754 149,194
　　　　保　　険　　料 480,000 480,000
　　　　諸　　謝　　金 3,100,840 3,526,340 △425,500
　　　　租　税　公　課 12,852,139 10,922,217 1,929,922
　　　　負　　担　　金 4,061,576 3,461,577 599,999
　　　　助　　成　　金 8,131,870 82,709,480 △74,577,610
　　　　委　　託　　費 109,683,522 110,558,534 △875,012
　　　　検　　査　　費 19,286,000 20,210,000 △924,000
　　　　車　　両　　費 892,148 732,148 160,000
　　　　支 払 手 数 料 1,840,000 919,600 920,400
　　　　会　　議　　費 1,231,664 1,108,813 122,851
　　　　補　助　金(一般） 2,204,450,852 880,649,016 1,323,801,836
　　　　予防接種推進費 251,390,314 280,708,257 △29,317,943

収 支 予 算 書

公益社団法人宮崎県畜産協会
令和 07年04月01日から  令和 08年03月31日まで



（単位 ： 円）全会計

科　　　　　目 予　算　額 前年度予算額 増　　　減

　　　　補　て　ん　金 2,943,386,000 4,578,455,000 △1,635,069,000
　　　　返　　戻　　金 1,000,000 1,400,000 △400,000
　　　　登　　録　　料 500,000 400,000 100,000
　　　　補　助　金(基金） 82,040,000 82,040,000
　　　　雑　　　　　費 964,566 820,860 143,706

　管　　理　　費(計) 10,719,597 10,780,977 △61,380

　　　人　　件　　費(計) 2,410,000 2,410,000
　　　　役　員　報　酬 660,000 660,000
　　　　給　料　手　当 750,000 750,000
　　　　福 利 厚 生 費 1,000,000 1,000,000

　　　会　　議　　費(計) 700,000 700,000
　　　　会　　議　　費 400,000 400,000
　　　　交    際    費 300,000 300,000

　　　事　　務　　費(計) 2,391,597 2,452,977 △61,380
　　　　旅 費 交 通 費 1,300,000 1,300,000
　　　　通 信 運 搬 費 300,000 300,000
　　　　建物減価償却費 30,217 30,217
　　　　ソフトウェア減価償却費 61,380 122,760 △61,380
　　　　消  耗  品  費 700,000 700,000

　　　そ の 他 経 費(計) 5,218,000 5,218,000
　　　　修    繕    費 200,000 200,000
　　　　保 守 管 理 費 250,000 250,000
　　　　印 刷 製 本 費 300,000 300,000
　　　　光 熱 水 料 費 300,000 300,000
　　　　賃    借    料 1,700,000 1,700,000
　　　　租  税  公  課 100,000 100,000
　　　　支 払 負 担 金 1,568,000 1,568,000
　　　　支 払 委 託 金 200,000 200,000
　　　　雑　      　費 600,000 600,000

　　 経 常 費 用 計 5,915,371,397 6,313,557,250 △398,185,853

　　  評価損益等調整前当期経常増減額 3,273,869 12,133,044 △8,859,175
　　　当 期 経 常 増 減 額 3,273,869 12,133,044 △8,859,175

　2.経 常 外 増 減 の 部
　(1)経 常 外 収 益

　受取積立金振替額（計） 1,305,590,119 17,373,643 1,288,216,476
　　　受取子牛補給金積立金振替額 411,123,171 17,373,643 393,749,528
　　　受取肉用牛肥育経営積立金振替額 894,466,948 894,466,948

　受取基金補助金返還金（計） 230,790,977 △230,790,977
　　　受取肉豚経営安定対策基金返還金 230,790,977 △230,790,977

　受取基金補助金返還金振替額（計） 15,398,667 △15,398,667
　　　受取肉豚経営基金返還金振替額 15,398,667 △15,398,667

　　 経 常 外 収 益 計 1,305,590,119 263,563,287 1,042,026,832

　(2)経 常 外 費 用

　固定資産除却損(計) 1 1
　　　什器備品除却損 1 1

　支 払 返 戻 金(計) 1,305,590,119 263,563,287 1,042,026,832
　　　支払子牛機構積立準備金返還金 260,986,669 260,986,669
　　　支払子牛生産者積立準備金返還金 150,136,502 17,373,643 132,762,859
　　　支払肉用牛肥育経営積立金返還金 894,466,948 894,466,948
　　　支払肉豚経営安定基金返還金 246,189,644 △246,189,644

収 支 予 算 書

公益社団法人宮崎県畜産協会
令和 07年04月01日から  令和 08年03月31日まで



（単位 ： 円）全会計

科　　　　　目 予　算　額 前年度予算額 増　　　減

　経 常 外 費 用 計 1,305,590,120 263,563,288 1,042,026,832
　　　当 期 経 常 外 増 減 額 △1 △1 0
　　　他会計振替前当期一般正味財産増減額 3,273,868 12,133,043 △8,859,175
　　　他会計振替額 0 0 0
　　　当 期 一 般 正 味 財 産 増 減 額 3,273,868 12,133,043 △8,859,175
　　　一 般 正 味 財 産 期 首 残 高 749,019,568 739,419,739 9,599,829

　　　一 般 正 味 財 産 期 末 残 高 752,293,436 751,552,782 740,654

Ⅱ 指 定 正 味 財 産 増 減 の 部

　受取宮崎県補助金（計） 246,120,000 △246,120,000
　　　肉豚経営安定特別対策基金 246,120,000 △246,120,000

　受取農畜産業振興機構補助金（計） 59,863,200 62,368,800 △2,505,600
　　　受取機構子牛生産者積立金補助金 59,863,200 62,368,800 △2,505,600

　受 取 積 立 金(計) 4,760,547 4,805,971 △45,424
　　　子牛受取生産者積立金 4,760,547 4,805,971 △45,424

　受 取 負 担 金 (計) 1,371,438,500 796,825,600 574,612,900
　　　肉用牛肥育経営安定負担金 1,371,438,500 796,825,600 574,612,900

　特定資産受取利息(計) 128,613 117,057 11,556
　　　子牛積立金受取利息 8,000 8,000
　　　子牛準備金機構受取利息 8,281 8,281
　　　子牛準備金県受取利息 4,000 4,000
　　　子牛準備金生産者受取利息 12,000 12,000
　　　肉豚経営安定特別受取利息 4,000 725 3,275
　　　肉用牛肥育経営安定受取利息 92,332 92,332

　一般正味財産への振替額（計） △1,657,202,882 △775,063,256 △882,139,626
　　　一般正味財産への振替額 △1,657,202,882 △775,063,256 △882,139,626

　　　当 期 指 定 正 味 財 産 増 減 額 △310,812,822 335,174,173 △645,986,995
　　　指 定 正 味 財 産 期 首 残 高 2,796,454,662 2,649,159,832 147,294,830
　　　指 定 正 味 財 産 期 末 残 高 2,485,641,840 2,984,334,005 △498,692,165

Ⅲ 正 味 財 産 期 末 残 高 3,237,935,276 3,735,886,787 △497,951,511

収 支 予 算 書

公益社団法人宮崎県畜産協会
令和 07年04月01日から  令和 08年03月31日まで




